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要　約

　インターネットメディアが人々の社会参加や政治参加を促進するのかという点は，常に大きな議論の

的となってきた。本研究ではオンラインにおける参加行動に焦点を当て，これを目的変数として扱う。

そして，Twitter（現X）やFacebookといったソーシャルメディアがある種のアフォーダンスとして参

加行動を促すのかという点について検討する。研究で用いたのは，20～39歳を対象として2020年に実

施したウェブ調査（N＝541）のデータであり，ベイズ推定によるロジスティック回帰分析を実施する。

まず，FacebookやTwitterの利用を目的変数とした予備的分析を行った。この結果からは，年齢が高い

者や大学卒の者，友人数が多い者がFacebookを利用する傾向があった。また，年齢が低い者と大学卒

の者はTwitterを利用する傾向があった。次に，オンラインでの参加行動の経験を目的変数とした分析
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を行った。この結果からは，Facebookを利用しているとクラウドファンディングに参加する傾向があ

ること，Twitterを利用しているとオンライン署名に参加する傾向があることが明らかになった。本研

究の結果は，それぞれのユーザーにどのような参加行動を促すのかという点において，ソーシャルメディ

アの特性に基づく違いが存在する可能性を示唆している。

Abstract

　The impact of Internet media on social and political participation has long been a subject of 

debate. This study focuses on online participation behavior as the dependent variable, 

investigating whether social media platforms such as Twitter （currently X） and Facebook serve as 

affordances that encourage participation. The data used in the study were from a web survey 

conducted in 2020 targeting individuals aged 20 to 39 （N＝541）, and logistic regression analysis 

was performed using Bayesian inference. Preliminary analysis, conducted with Facebook and 

Twitter usage as the dependent variables, indicated that older individuals, university graduates, 

and those with a larger number of friends tended to use Facebook. On the other hand, younger 

individuals and university graduates tended to use Twitter. Subsequent analysis, with online 

participation experience as the dependent variable, showed a tendency for individuals using 

Facebook to participate in crowdfunding and for those using Twitter to participate in online 

petitions. The findings of this study suggest that there are differences based on the characteristics 

of social media platforms in terms of what kind of participation behavior they encourage in their 

users.
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１　問題の所在

　インターネットの普及以降，この技術が人々の

社会や政治とのかかわりをどのように変化させる

のかという点は繰り返し問われてきた（吉田， 

2000; DiMaggio et. al., 2001）。インターネット

が持つ「電子民主主義」の可能性を論じた代表的

な議論として，Rheingold（1993＝1995）を挙げ

ることができるだろう。Rheingoldは1993年の段

階で「CMCの持つ政治的な意義は，強力なマス

メディア上に乗っかっている既成の政治勢力の独

占に挑戦し，それによっておそらく市民に基盤を

置いた民主主義を再び活性化できる能力にある」

と論じていた（Rheingold, 1993＝1995: 34）。一

方，こうした見方に対して懐疑的な論者も少なく

なかった。たとえばソーシャルキャピタル論で知

られるPutnamは，『孤独なボウリング』の中で「イ

ンターネットが可能とする高速で低コスト，広範

囲の動員は政治的オーガナイザーにとっての利点

となりうる」ことを認めつつも，「コンピュータ・

コミュニケーションが意見表明のための閾値を引

き下げた結果，トークラジオのように，それは熟

慮ではなくただの騒ぎ立てをもたらすかもしれな

い」という批判的な見解を述べている（Putnam, 

2000＝2006: 207）。

　2000年代に入ると，ブログや動画サイト，そ

してSNSが普及し，一般のユーザーが情報発信や

交流を行うことはさらに容易になった。また，

FacebookやTwitterなどが普及する過程におい

て，ソーシャルメディアという名称も広く知られ

るようになった（1）（2）。とくに注目が集まるように

なったのが，ソーシャルメディアが社会運動や政

治変動に与える影響である。2008年のアメリカ

大統領選挙，2010年末から2011年初頭に始まっ

たアラブの春，2011年のオキュパイ・ウォール

ストリート運動などの出来事により，ソーシャル

メディアが社会運動や政治参加に重要な役割を果

たしうることが強調されるようになった。日本で

も2011年の東日本大震をきっかけとして脱原発

運動や安保法制反対運動が発生しており，学術的

にもソーシャルメディアの利用と社会運動への参

加の関連が検討されてきた（e.g. 樋口・松谷編，

2020）。さらに近年ではTwitterのハッシュタグ

を使って社会的な意思表示を行うハッシュタグア

クティビズムも注目を集めつつあり，その中には 

#BlackLivesMatterや #MeTooのように国境を越

えて広がったものも数多くある（Jackson et al., 

2020; Lutzky & Lawson, 2019）。

　また，オンラインの参加行動を促す様々なサー

ビスが登場したことで，人々が参加する集合行為

や社会運動の領域も大きく広がっている。たとえ

ば，CAMPFIREのようなクラウドファンディン

グのためのサービスには，飲食店・フード，テク

ノロジー・ガジェット，まちづくり・地域活性化

など様々な領域の「プロジェクト」が掲載されて

おり，そこでは様々な主体が資金調達を行ってい

る。一方，オンライン署名サイトの最大手である

change.orgでは，政治，ジェンダー，環境・自

然など，国内外の様々な政治的・社会的争点に関

する署名活動が掲示されている。そして，これら

の情報が拡散されるのは，しばしばソーシャルメ

ディアを通じてである。私たちは自宅に居ながら

ソーシャルメディアでたまたま知ったクラフト

ビール開発に資金提供を行うこともできるし，

ジェンダーの不平等の解消を訴える署名活動に署

名することも可能である。ここで示したような事

例は，既存の研究が対象としてきた集合行為や社

会運動の形式そのものが大きく変化しつつあるこ

とを示すであろう（Shirky, 2008＝2010）。

　しかしながら，こうした潮流に対しては，かつ

てPutnamが述べた内容にも似た批判的な見解が

少なくない。Turkleは，ソーシャルメディアが「オ

ンラインなら新しい近道をたどれるという新しい

幻想をいだかせる」ものであるものの「それは幻

想にすぎない」ものであると厳しく指摘している

（Turkle, 2015＝2017: 381-2）。英語圏の言説
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では，「怠け者の社会運動」を意味するスラック

ティビズム（slacktivism）ということばも使わ

れており，オンラインで労力をかけずに社会運動

に参加した気になることを揶揄する風潮も存在す

る（Christiansen, 2011; Lutz et al., 2014）。確

かに，人々の集合行為や社会運動がオンラインで

いとも簡単に達成できたように見えて，実際は一

時的な盛り上がりに終わってしまうこともしばし

ばあるかもしれない。誰しもがクリック（もしく

はタップ）一つで集合行為や社会運動に「参加」

できるようになったが，そのようにして生まれた

集合行為や社会運動がいかなる性質を持つのかと

いう点は，注意深く検討する必要がある。

　以上のような議論を踏まえつつ，本研究ではど

のようなソーシャルメディアがどのような参加行

動を促すのかという点を議論したい。この20年

ほどの間にソーシャルメディアの多様化が進んで

きたが，利用目的，利用のされ方，実名・匿名の

使い分けなどがそれぞれのサービスによって異な

る こ と は 早 く か ら 指 摘 さ れ て き た（総 務 省

2011）。 本 稿 で も 後 で 詳 し く 検 討 す る が，

FacebookとTwitterではそこで行われるコミュニ

ケーションの性質も異なっており，それぞれのメ

ディアがどのような参加の形式に影響を与えるの

かも異なるはずである。

　本稿では日本の20～30代（調査時でおおむね

1980～90年代の生まれに該当する）を対象とし

たウェブ調査のデータを用いて，ソーシャルメ

ディアの利用と参加行動との関連について検討す

る。上記の世代はソーシャルメディアの普及に直

接的な影響を受けており，ソーシャルメディアを

介して公的な生活を送ることが日常化していると

考えられるからである（boyd, 2014＝2014）。

社会運動論の研究でも若年層の運動参加において

ソーシャルメディアが一定の効果を持つことを示

唆するものもある（樋口・松谷編 2020）。したがっ

て，この世代の動向を注視することは「ネットワー

ク化されたパブリック」（boyd, 2014＝2014）

の今後のあり方を見通すうえでも有効であると考

えられよう。

２　先行研究の検討と本研究の着眼点

2.1　 インターネット利用と参加行動に関する経

験的研究

　インターネットの普及や利用が参加行動にどの

ような影響を与えるのかという点は，1990年代か

ら定量的研究によって繰り返し検討されてきた。

たとえばShah（1998）は，情報交換を目的とし

たインターネットの利用が人々における信頼と市

民参加を促進することを明らかにした。また，イ

ンターネットの利用が高まるほどボランタリー組

織や政治への参加が高まることを示したWellman

ら（2001）の研究がある。近年の研究でも，Gil 

de ZúñigaとValenzuela（2011）がオンラインで

のディスカッションネットワークのサイズが市民

活動への参加を促進することを明らかにしてい

る。その一方で，Kavanaughと Patterson（2001）

の研究はPutnamのような懐疑論を支持する立場

を打ち出している。この研究では地域的なネット

ワークの利用が社会関係資本を形成する活動を促

進することは確認されているものの，これは主と

してコミュニティへのかかわりが高い層の影響に

よるものであると報告されている。また，金（2009）

も掲示板，ブログ，SNSなどへの投稿と政治参加

との関連性は統計的に有意ではないことを示して

いる。

　近年とくに増えているのが，ソーシャルメディ

ア利用と参加行動との関連を検討した研究であ

る。たとえば，Valenzuelaらは大学生サンプルの

分析を行い，Facebook利用と市民参加・政治参

加が関連していることを明らかにした（Valenzuela 

et al., 2009）。また，Valenzuelaらは2014年の論

文で，FacebookとTwitterが抗議行動への参加に

それぞれ異なる形で効果を持つことを示している

（Valenzuela et al., 2014）。Gil de Zúñigaらは，
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オンラインネットワークのサイズの大きさと

ニュース目的でのSNS利用が，市民活動への参加

と関連することを示している（Gil de Zúñiga et 

al., 2012）。ただし，Boulianneが2015年に発表

したメタアナリシスの結果においては，ソーシャ

ルメディアの利用は政治参加にポジティブな方向

に作用していることが示唆されているが，選挙キャ

ンペーンにおいては弱いインパクトしか与えてい

ないこともまた明らかになっている（Boulianne, 

2015）。

　日本国内においても研究が蓄積されている。日

本の有権者を対象とした分析から，金（2018）

はSNSによる若年層において政治情報を取得する

者は投票に参加する傾向があることを示してい

る。樋口と松谷らは大規模なオンライン調査を用

いて2011年の東日本大震災以後の社会運動への

参加を検討しているが，この研究からもソーシャ

ルメディアが運動の参加に一定の役割を果たして

いることが明らかになっている（樋口・松谷編，

2020）。 

2.2　オンラインでの集合行為の活性化

　前節でレビューした経験的な研究は，インター

ネットやソーシャルメディアの利用がオフライン

での社会参加や政治参加を促進する可能性がある

ことに注目したものが主体であった。その一方で，

ソーシャルメディアの普及に伴い，オンラインで

行われる集合行為や社会運動に着目した研究が増

えてきている（e.g. Gainous & Wagner, 2014）。

　オンラインでの集合行為の活性化にいち早く注

目したのは，メディア批評家のShirky（2008＝

2010）である。Shirkyによれば，インターネット

のうえで動く様々なコミュニケーションメディア

がお互いに見ず知らずの人々によるコラボレー

ションを可能にする事例を肯定的に紹介し，この

ような新しいメディアが「組織なき組織化」を可

能にしていることを指摘している。また，日本に

おいては伊藤（2011）が２ちゃんねるのオフ会な

どを事例としながら，そこに「人間の集合行動の

あり方そのものにおける地殻変動とでもいうべき

より大規模な事態がこの地球上で進行している」

可能性を示唆している（伊藤，2011: 392）。一方，

Castells（2015）やTufekci（2017＝2018）は，

オキュパイ・ウォールストリート運動やアラブの

春のような動きを受けて，ネットワーク社会の中

で草の根から生まれた新しい社会運動の動きを社

会運動論的視点から捉え直そうとしたものであ

る。CastellsやTufekciの研究はこれらの運動が

様々な課題や矛盾を抱えつつも，既存の政治体制

を変革しうる力を持つことを示そうとしている。

　こうした動向を踏まえて，オンライン上における

参 加 行 動 の 理 論 化 を 進 め た の がBennettと

Segerbergによる接続的行為（connective action）

に関する議論である。BennettとSegerbergはオン

ラインでのコミュニケーションを基盤とする人々の

集合行為を接続的行為と表現することで，既存の

社会運動における集合行為（collective action）と

の 対 比 を 試 み て い る（Bennett & Segerberg, 

2012）。従来の集合行為論の枠組みによれば社会

運動が発生する際に鍵となるのは高い水準の組織

的資源や集合的アイデンティティの形成にある。

しかし，現代のネットワーク社会で生み出される接

続的行為においては，メディアネットワークを通じ

てシェアされるパーソナルなコンテンツがその基

礎となる。具体的にはソーシャルメディア上で共

有・拡散されるテクスト，写真，動画などを想像

すればよいだろう。これらのコンテンツは，人々を

社会運動の担い手として「接続」する力を持って

いるのである（3）。

2.3　 ソーシャルメディアのアフォーダンスとオ

ンラインの参加行動

　ソーシャルメディアが人々にどのような参加行

動を促すのかという点を考える際に，理論的には

英語圏のソーシャルメディア研究で用いられてき

た ア フ ォ ー ダ ン ス と い う 概 念 が 有 用 で あ る
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（boyd,  2014; Tufekci, 2017＝2018）。アフォー

ダンスはもともとも認知心理学に由来する概念で

ある。ソーシャルメディア研究では，人々がどの

ような行動を取ることができるか（もしくはでき

ないか）をメディアが規定している状態を指す概

念として解釈されている（4）。boydはアフォーダ

ンスを「特定の環境の構造と設計は，それ独特の

交流のあり方を生む」と説明し（boyd, 2014＝

2014: 22），Tufekciは「特定の技術によって促

進されたり可能になったりする行動と関連してい

る」と説明する（Tufekci, 2017＝2018: ７）。本

研究の関心に即して言えば，FacebookとTwitter

はオンラインでの集合行為への参加行動に関して

異なったアフォーダンスを有していると言える。

　近年ではソーシャルメディアを通じたオンライ

ンでの集合行為への参加行動の呼びかけが行われ

ている。本稿がその代表例として考えるのが，プ

ロジェクトへの資金提供を呼びかけるクラウド

ファンディングと，社会的・政治的争点に関する

訴えかけに対する賛同を集めるオンライン署名で

ある。本稿では，オンラインでの参加行動はソー

シャルメディアの有するアフォーダンスによって

誘発されると考える。それは広場や大通りのよう

な公共空間が募金や署名活動のような人々の集合

行為を可能にすることに類似している。

　ただし，先行研究で十分に考慮されていないの

が，人々が利用するインターネットメディアの特

性の差である。ここでは代表的なソーシャルメ

ディアであるFacebookとTwitter（現X）を取り

上げる。ValenzuelaらはFacebookとTwitterが参

加行動に対して異なる効果をもたらすであろうこ

とに着目し，チリで行われた学生デモへの参加を

傾向スコアマッチングによって分析している

（Valenzuela et al., 2014）。FacebookとTwitter

の内部ではユーザー（アカウント）同士のそれぞ

れの方法で関係性を形成しており，そこで流通す

る情報の質も異なると考えられる。Valenzuelaら

の研究では，Facebookの利用は抗議運動への参

加をより強力に促進していた。

　ValenzuelaらはFacebookとTwitterの特性を「強

い紐帯」と「弱い紐帯」という二つの要因に還元

して説明しているが，両者の違いはそれだけでは

ない。まず指摘しておきたいのは，匿名性の許容

度の違いである。Facebookは「利用者が日常的

に使用する名前をアカウントに使用すること」を

ユーザーに求めており，各々のユーザーは原則と

して１つのアカウントのみを持つことができる。

その一方，Twitterでは個人は自分の好きなユー

ザー名（スクリーンネーム）を用いることができ，

さらにユーザーは複数のアカウントを容易に持つ

ことが可能である。

　また，リアルタイム性の強さという点でも両者

には違いがある。Twitterの大きな特徴は１つの

投稿につき140字という字数制限があることであ

り，文章をまとめて投稿するよりも短文を頻繁に

投稿するのに適したサービスである（5）。また，リ

ツイート，ハッシュタグ，トレンドといった機能

は，情報の瞬間的な拡散を可能にするとともに，

ユーザーに「今，その瞬間に何が起こっているか」

を強く意識させることになる（Van Dijck, 2013: 

71-2）。 情 報 の リ ア ル タ イ ム 的 な 拡 散 は

Facebookでも起こりうるが，Twitterに比べれば

その速度はずっと穏やかであろう。

　ア フ ォ ー ダ ン ス の あ り 方 は，Facebookと

Twitterでは大きく異なるであろう。たとえば，

Facebookの拡散性は弱いものの，その中ではオ

フラインでの友人・知人を通じて情報が拡散され

る傾向がある。とくに，信頼できる友人・知人か

らの呼びかけであれば，金銭的な支出の伴うクラ

ウドファンディングのような活動にも参加しやす

くなるのではないかと予想される。その一方で，

Twitterの中では社会的，政治的な争点に関して

様々な意見が投稿され，様々な論争が生じている。

そして，オンライン署名サイトはある争点に関す

る人々の賛同を，低コストかつ短期間で可視化す

ることができるが，オンライン署名への参加を潜
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在的な賛同者に対して広く呼びかける際に，

Twitterのような拡散性の高い環境は好都合であ

ると言える。したがって，ユーザーの側から見た

場合にはTwitterはオンライン署名への参加を誘

発するアフォーダンスを有すると予想される。

３　データと方法

3.1　研究対象とデータ

　本稿では20～30代を対象としたウェブ調査

（「インターネット利用と価値観に関するアンケー

ト」）のデータをもとに，以上に挙げた課題を検

討したい。20～30代を研究対象とするのは，前

述の通りこの世代はソーシャルメディアの普及に

直接的な影響を受けていると考えられるからであ

る。ただし，今回の研究はそれ以外の世代（10

代以下と40代以上）がサンプルに含まれていな

いため，これらの世代は研究の対象外となること

に注意されたい。

　調査にあたっては，調査者自身が調査項目を設

計する「セルフ型」と呼ばれるA社のサービスを

利用することにした。いわゆる公募型モニターで

ある。公募型モニターに関しては標本の代表性が

必ずしも担保されるわけではないという問題点が

あるが，特定の属性に当てはまる人々の大規模な

サンプルを低予算で得られるというメリットがあ

る。特定の世代を対象とした全国規模の社会調査

を無作為抽出で行うためには膨大なコストが必要

である上に，とくに若中年層を対象とした場合に

は回答率が低くなりがちであり，資金を投じても

想定したサンプルサイズを達成できない恐れもあ

る。公募型モニター調査では，特定の属性の対象

者に所定の数を割り当てて必要数を満たすまで調

査を続けるため，事前に想定したサンプルサイズ

が達成できないという可能性は低い。したがって，

本研究において公募型モニターの利用は最善の策

ではないかもしれないが，現実的な選択肢の一つ

であると考えられる。

　調査の配信に際しては，男性・女性２層と年齢

４層（20代前半・20代後半・30代前半・30代後半）

を掛け合わせた合計８層を設定し，それぞれに

75名ずつ割り当てた。そして，それぞれの層が

規定数に達するまで回収を行った。質問の項目や

選択肢の内容によっては，適宜表示順をランダム

化する設定を行った。調査は2020年７月に行わ

れ，最終的に600名分の回答を回収した。

　オンラインで行うウェブ調査で大きな問題とな

るのは，回答者が回答に必要な注意や努力を十分

に行わないことである。本研究でも収集したデー

タを確認したところ，リッカート尺度を使用した

同一質問内で同じ数字を回答し続けるケースが少

なからずあり，労力が割かれていない可能性のあ

る回答が一部に存在した。しばしば用いられるの

は，IMC（Instructional Manipulation Check）

と呼ばれる質問文で正しくない選択肢を選ぶよう

指示を行って回答者が指示通りに行動したかを調

べる手法である（三浦・小林 2015）。その一方で，

統計的な基準から労力が十分に割かれていない

（insufficient effort）回答を特定する手法の研究

も進んでいる。

　本稿ではRのcarelessパッケージを用いてこう

した回答を統計的に探知することにした（Yantes 

& Wilhelm, 2023）。carelessパ ッ ケ ー ジ で は

LongstringとAveragestringという２つのシンプ

ルな指標をもとに，労力が不十分な回答者を推定

することができる。Longstringは同じ数字の回答

を連続して行った場合の最大値であり，この指標

が大きな回答者は同じ数字ばかり連続して回答す

る傾向が強い。Averagestringは連続して同じ数

字を回答する場合の１連の回答の平均数であり，

この指標が大きな回答者は数値を変えながら同じ

数値が連続する回答を行う傾向が強く，とくに

リッカート尺度を用いた質問ではその傾向が顕著

に出る。

　今回行った調査では問４に生活や社会に関する

意識に関する質問を６つ，問５ではRussel（1996）
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をもとにした豊島・佐藤（2013）によるUCLA孤

独感尺度日本語版から短縮版の６項目を設置した。

ただし今回の分析で使用するのは問４の中の一般

的信頼に関する質問の回答のみであり，UCLA孤

独感尺度は今回の研究では直接的には使用してい

ない。問４は５件法，問５は４件法である（ただし，

ここででは「同じ数字の回答」の数に着目するた

め件数はそれほど重要ではない）。問５の６項目に

ついては逆転項目３つを含むため，同じ数値の回

答がいくつも連続するということは考えにくい。

こ の 合 計12の 質 問 を 用 い てLongstringと

Averagestringを算出したところ，図-１のような

結果となった（散布図の描画においてはjitterで点

の重なりをずらして表示している）。これらの指標

に何らかの明確な基準があるわけではないため，

基準値の設定は分析者が行う必要があるが，今回

の分析では，Longstringが８以上，Averagestring

が６以上という条件のいずれかにあてはまる回答

者54名をピックアップし，該当する回答者の回答

を利用しないこととした。この結果として，最終

的な有効回答数は546となった。

3.2　使用する変数と分析手法

目的変数　目的変数として過去１年間のクラウド

ファンディングおよびオンライン署名の参加経験

を用いる。具体的なワーディングはクラウドファ

ンディングが「ネットで個人・団体への寄付や資

金提供を行った」，オンライン署名が「ネット上

の署名活動に参加した」であり，これ以外の３項

目と合わせて過去１年間の参加経験を多重回答方

式で質問した。今回の分析ではその回答をダミー

変数化した（6）。

説明変数　主要な説明変数として，ソーシャルメ

ディアの利用を用いる。これは回答者に「ふだん

利用している」インターネットメディアを多重回

答式で聞いたものであるが，今回用いるのは

TwitterとFacebookの利用に関する回答である。

分析に利用するにあたっていずれもダミー変数に

変換している。内訳を見ると（図-２参照），

Twitterが49.4％，Facebookが20.9％とTwitterの

方が利用率は高い（7）。

　本稿ではソーシャルメディア利用と参加行動と

の関係において交絡関係にあると想定される共変

量を加える。まず，基本属性として性別（女性ダ

ミー），年齢，正規雇用（ダミー），子どもの有無

（ダミー），学歴（大学卒ダミー）を用いる。学

歴以外は調査会社から提供された属性である。こ

れに加えて，統制変数として親しい友人数（８段

階），一般的信頼感（５段階）を加えることにした。

親しい友人が多いほどソーシャルメディアを利用

するインセンティブが強く，またオンラインでの

参加行動に関する情報をソーシャルメディアで交

流のある友人から受け取る可能性が高いと考えら

れる。また，一般的信頼感が高いものはソーシャ

ルメディアの利用やオンラインでの参加行動に警

戒心が薄いと考えられる。

分析手法　分析の手法としては，ロジスティック

回帰分析を用いる。まず予備的な分析としてソー

シャルメディア利用を目的変数とした分析を行

い，FacebookとTwitterの利用傾向を把握する。

次に，クラウドファンディングとオンライン署名

への参加を目的変数とした分析を行う。分析に使

用する変数（大学卒ダミー）に欠測値のあるデー

タを除いた541名を分析対象としている。なお，

ダミー変数以外の変数に対しては，中心化した上

で標準偏差を２倍した値で割った値を用いる。こ

図-１　�労力が割かれていないと推定される回答者の
分布
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れは，回帰係数の事後分布（後述）の範囲をダミー

変数に合わせて揃え，図による可視化を容易にす

るためである（Gelman et al., 2020）。使用する

変数の度数分布は図-２の通りである。

　本研究では統計的推論の方法として，一般に用

いられる頻度論に基づいた方法ではなくベイズ統

計学に基づいた推定方法を使用する（Gelman et 

al., 2020）。ベイズ推定の特徴は，事前（確率）

分布と尤度関数から事後（確率）分布を推定する

点にある。これによって，「p＜.05であるか否か」

を二値的に判断するのではなく，「パラメータが

どの範囲にどれくらいの確率で存在するのか」を

評価することができる。

　本研究ではRのパッケージrstanarmを用いてベ

図-２　分析で使用する変数の度数分布
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イズ推定を行う。rstanarmは，確率的プログラミ

ング言語Stanおよびそのインターフェイスである

rstanを利用してハミルトニアンモンテカルロ法

（HMC）によるMCMC（マルコフ連鎖モンテカル

ロ法）サンプリングを行うためのパッケージであ

る（Goodrich et al., 2022; Stan Development 

Team, 2023）。なお，統計モデリングの手続きに

関しては，GelmanなどStanおよびその関連ソフト

ウェアの開発者の推奨方法を参照した（Gelman 

et al., 2020）。

3.3　事前分布の設定

　ベイズ推定においては，分析者が設定する事前

分布が重要な論点の一つである。事前情報を推定

に用いることができる点はベイズ推定の強みであ

るが，サンプルサイズが小さい場合など，条件に

よっては事前分布の設定により得られる事後分布

が大きく変化することがあるからである。事前分

布として無情報事前分布（一様分布）を推奨する

考え方もあるが，分析者が分析の前に持っている

見込みを事前分布に反映させるという立場もあ

る。rstanarmでは，事前分布となる確率分布と

そのパラメータを指定することができる。たとえ

ば，normal（0, 1）という指定を行う場合には，

（使用する説明変数を標準化した場合に）説明変

数を標準化した場合に平均０，標準偏差１の正規

分布回帰係数と切片の事前分布として使用するこ

とになる。rstanarmにおけるstam_glm関数のデ

フォルト設定では，normal（0, 2.5）が設定され

ている。この設定は，パラメータが０を頂点とし

た±2.5の範囲に存在している可能性が高く（約

68.3％），±5を超える可能性は稀である（約

4.6％）という見積もりを分析者が持っているこ

とを示す。この事前分布は計算の収束に問題を生

じさせることが少なくなるように，つまり推定が

安定するように選ばれている（Gelman et al., 

2020）。したがって，本研究でも事前分布として

normal（0, 2.5）を採用する（8）。

　MCMCのサンプリングにあたっては，乱数シー

ドを1234に固定した上で，rstanarmのデフォル

ト設定に沿って１チェーンあたりの反復回数を

2,000回，そのうち1,000回をウォームアップと

して，合計で４つのチェーンを実行した。いずれ

の分析結果でも収束の目安となるRhat値は基準

とされる1.1を大きく下回っており，トレースプ

ロットでも非定常的なふるまいは見られなかっ

た。それぞれの分析で行ったMCMCは問題なく

収束しているといえる。

４　分析結果

4.1　 ソーシャルメディア利用を目的変数とした

分析

　図-３はソーシャルメディア利用を目的変数と

したロジスティック回帰分析の結果である。プ

ロットの中では丸が事後分布の中央値（Mdn）を，

帯が50％CIを，線が95％CIを示す。一つの目安

として，95％CIのほとんどがプラスの領域にあ

ればそのパラメータの符号はプラスである可能性

が高いということになり，マイナスの領域にあれ

ば符号はマイナスである可能性が高いとみなすこ

とができる。ただし，「CIが０をまたぐ／またが

ない」という二値的な判断を行うよりも，パーセ

ンタイルから事後分布の位置を把握する方がベイ

ズ推定のメリットを生かすことができるであろう。

　まず，Twitter利用について検討すると，分析

の結果からは，年齢が低いほどTwitterを利用す

る傾向があり，係数としては小さいが大学卒の者

もTwitterを利用する傾向がありそうである。次

にFacebook利用の分析について見ていくと，年

齢，大学卒，親しい友人数の係数がプラスの領域

にある可能性はかなり高そうである。具体的には，

年齢の高い者ほどFacebookを利用する傾向があ

り，大学卒の者はFacebookを利用する傾向があ

り，さらに親しい友人数が多い者ほどFacebook

を利用する傾向があった。 
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　以上の分析からは，２種類のソーシャルメディ

アの共通点と相違点を見出すことができるであろ

う。共通点としては，大卒ダミーがいずれもプラ

スで推定されている点が挙げられる。つまり，両

者とも高学歴層であるほど利用傾向が高まるので

ある。その一方で大きな相違点としては，年齢の

係数の向きであり，年齢が高い者ほどFacebook

を，低い者ほどTwitterを使用する傾向があった。

また，Facebookでは親しい友人数が多いほど利

用傾向が高まるが，Twitterではそのような傾向

は見られなかった。

　以上の結果をまとめると，Twitter，Facebook

ともいずれも高学歴層が利用する傾向がある一方

で，前者が若年層の中でもより若い層が利用し，

後者が若年層の中でも年齢の高い者が利用すると

い う あ る 種 の「棲 み 分 け」 が あ る。 ま た，

Facebookの利用は親しい友人数と明確に関連し

ているが，これはFacebookが実名制でオフライ

ンの人間関係と結びついたサービスであることを

踏まえれば十分に解釈可能である。なお，一般的

信頼の回帰係数はいずれの分析でも０に近い値で

あり，今回取り上げた２種類のソーシャルメディ

アの利用との関連はほとんどなさそうである。

4.2　 オンラインでの参加行動を目的変数とした

分析

　図-４はオンラインでの参加行動を目的変数と

するロジスティック回帰分析の結果である。まず，

クラウドファンディングについては，事後分布の

中央値である点推定値（Mdn＝.848）と95％CI

（図-４参照）から，Facebookを利用していると

オンラインでの寄付を行う傾向があると言えそう

である（オッズ比のMdnは2.3倍である）。その

一方で，Twitterの利用の係数（Mdn＝－.323）

は０付近に存在する可能性がやや高いと思われ

る。なお，共変量の係数からは，女性（Mdn＝

－.797）がクラウドファンディングに参加しな

い傾向があり，子どもあり（Mdn＝1.142）・大

学卒（Mdn＝.666）・親しい友人数の多い者（Mdn

＝1.053）がクラウドファンディングに参加する

可能性が高いと言えそうである。

　次に，オンライン署名については，点推定値

（Mdn＝1.851）と95％CIからTwitterを利用し

ている者ほど署名活動に参加する傾向があると言

注：事後分布の中央値，50％CI，95％CIを表示

図-３　ソーシャルメディア利用に関するロジスティック回帰分析
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えそうである（オッズ比のMdnは6.4倍である）。

そ の 一 方 で，Facebook利 用 の 係 数（Mdn＝

－.055）は０に近い可能性が高いと思われる。

なお，共変量の係数からは大学卒の者（Mdn＝

1.643）はオンライン署名に参加する可能性が高

いと言えるであろう。

　以上の分析結果から，Facebookを利用してい

る者はクラウドファンディングに参加する傾向が

あり，Twitterを利用する者はオンライン署名に

参加する傾向があることが確認された。このよう

な分析結果は，本稿2.3で行った理論的予測と整

合的である。

4.3　モデルチェック

　まず，推定したパラメータから将来新たに観測

される目的変数のデータをシミュレートする事後

予測を行い，観測データと比較を行う。図-５が

その結果であり，太い線で示されたyが目的変数

の観測データ，細い線で多数表示されているyrep

が事後分布のサンプル100個から目的変数をシ

ミュレートしたデータを示す。データyとシミュ

レーションデータyrepが大きくずれている場合に

はモデル設定の妥当性が疑われるが，グラフを確

認したところ大きなずれは見られなかった（紙幅

に限りがあるため図は省略する）。

　また，推定した２つの分析に対して，LOOCV

（一個抜き交差検証）を行った。まず，LOOCV

の推定の信頼性を確認するため，Pareto k診断を

参照した。この値が0.7を超えるようなデータポ

イントがある場合，推定結果の信頼性が疑われる

が，今回の２つの分析ではPareto kはいずれも0.5

未満の値であった。また，LOOCVを用いて最終

モデルとベースラインモデル（切片のみ）を比較

したところ，クラウドファンディングの分析では

ELPD（対数予測密度の期待値）が－12.8，オン

ライン署名の分析では－11.8といずれも減少し

ており，今回用いた説明変数は目的変数の予測に

意味のある情報を含んでいると考えられる。

　さらに，事前分布の設定が分析結果に与える影

響を確認するために，回帰係数と切片の事前分布

の標準偏差を40倍した非常に弱い弱情報事前分

布Normal（0, 100）と，無情報事前分布である

flat priorを用いた推定を行い，本稿で用いた

Normal（0, 2.5）の結果と比較を行った。その

結果として，得られる回帰係数の事後分布は図-

３に示したものと大きな違いはないことが分かっ

注：事後分布の中央値，50％CI，95％CIを表示

図-４　オンラインでの参加行動に関するロジスティック回帰分析
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た。したがって，事前分布の設定を変更した場合

にも得られる知見に大きな差異はないと考えられ

る（9）。

５　結論

　本稿では使用するソーシャルメディアによって

誘発される参加行動の形態は異なるのではないか

と考え，クラウドファンディングとオンライン署

名という２つの目的変数を設定してロジスティッ

ク回帰分析を行い，ソーシャルメディアの利用と

オンラインでの参加行動の関連を検討した。分析

の結果はFacebookの利用はクラウドファンディ

ングへの参加と関連していること，Twitterの利

用とオンライン署名への参加は関連していること

を示すものであった。

　本稿の分析結果は，TwitterとFacebookという

メディアの性質の違いを改めて浮き彫りにするも

のであるように思われる。匿名での利用が可能で

あるTwitterでは，誰しもが気軽に時事的な話題

や社会問題について論評することができ，オンラ

イン署名もその延長にあると言える。Twitterが

ハッシュタグアクティビズムの舞台となるのも，

Twitterのこうしたアフォーダンスゆえのことで

あろう。Twitter上のムーブメントはリツイート

を通じて爆発的に拡散することがあるが，一過性

のイベントで終わってしまうこともあるかもしれ

ない。一方，実名かつオフラインでの人間関係を

基礎に置くFacebookは，クラウドファンディン

グのような高度なコミットメントが求められる参

加行動が促される環境であると解釈することがで

きる。

　以上のような分析結果は，ソーシャルメディア

が人々の行動に与える影響について考える上で，

アフォーダンスのあり方を考慮することが重要で

あることを示唆する。2000年代にアメリカの10

代の若者に対する調査を行ったboyd（2014＝

2014）は，若者たちがソーシャルメディアを介

してオンラインの公共空間にアクセスする様を，

「ネットワーク化されたパブリック」ということ

ばを用いて論じた。公園や広場という現実の公共

空間が募金活動や署名活動を可能にするように，

ソーシャルメディアというオンライン上の公共空

間はクラウドファンディングやオンライン署名集

めを促すと言える。ただし，公園や広場の設計

（アーキテクチャ）が人々の活動のあり方に影響

を与えるように，ソーシャルメディアのあり方も

またオンラインでの人々の活動のあり方に影響を

与える。本稿では，アフォーダンス論を援用しな

がらFacebookとTwitterがそれぞれ異なった参加

行動を促すことを示した。 

　本稿で用いたデータは2020年の調査で得られ

たものであるが，その後の数年間の間にもソー

シャルメディアは大きく変化している。周知のと

おり，Twitterはイーロン・マスクに買収され，サー

ビスの名称をXへと変更した。イーロン・マスク

による買収後のTwitter（X）はAPIの有料化をは

じめとしたサービスの変更を行っており，ユー

ザーの利用環境も日々大きく変化してきた。した

が っ て， 人 々 の 参 加 行 動 に 与 え る 影 響 も 旧

Twitterと現Xでは異なるものになるかもしれな

い。この点については今後も継続的な研究が必要

になるであろう。

　なお，本稿で用いたデータは公募型モニター調

査で得たものであるため，知見の一般化に限界が

あることは付言しておきたい。したがって，より

代表性の高いサンプルで本研究の知見を検証する

ことが望ましいと考えられる。
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注
（１）ソーシャルメディアというカテゴリーを，
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このweb 2.0の思想を体現したメディアの

総称として捉える見方も多い（Van Dijck, 

2013; Fuchs, 2021）。この見解に基づけば，

YouTubeのような動画サイトやWikipedia

のようなユーザー参加型の百科事典サイト

もソーシャルメディアの一つとして捉える

ことができるであろう。ただし，本稿では

このような論点には踏み込まない。

（２）2022年にTwitterを運営するTwitter社は起

業家イーロン・マスクによって買収され，

2023年７月にサービス名がTwitterからX

へと変更された。本研究の調査データを取

得したのは2020年７月であったため，本

論文では原則としてTwitterと表記する。

（３）Bennett（2012）が強調しているのが政治

の個人化（personalization）である。社

会的断片化の進展と集団に対する忠誠心の

低下により，個人的な行動のフレームが優

勢となるような個人化された政治の時代が

到来しつつあるという。こうした中で，個

人的なライフスタイルに関する価値観など

の領域で多様な動員が行われるようになっ

ているという。

（４）アフォーダンスに類似した形で日本の情報

社会論で用いられてきたのは，アーキテク

チャという概念である（濱野，2015［2008］; 

天笠，2017）。アーキテクチャとは，人々

に特定の行動を選択させるようなインター

ネットメディアにおけるシステムの「設計」

や「構造」に着目した概念である。

（５）この文字数制限は，携帯電話のSMSを用い

て自分自身の最新の状況を報告・共有する

という，最初期のアイディアを引き継いだ

ものである（Burgess & Baym, 2020）。

ただし，2017年11月から日本語・中国語・

韓国語を除く言語において文字数制限は

280字に緩和された。

（６）その他の３項目は「ネットで知った団体や

組織に加入した（団体加入）」「ブログや

SNSに政治経済や社会問題への意見を投稿

した（意見投稿）」「デモや集会への参加を

呼びかけた（デモ集会呼びかけ）」である。

（７）総務省「情報通信メディアの利用時間と情

報行動に関する調査（令和元年度）」をも

とに20～30代男女のソーシャルメディア

の利用率（閲覧ないしは書き込みを行って

いる者の合計）を計算すると，Twitterは

57.8％，Facebookは44.2％である（N＝

464）。総務省調査の方が利用率は高めの

値となっているが，本研究では「日常的に

利用しているもの」を選ぶ形式であるため，

ワーディングの違いが影響しているものと

みられる。なお，総務省調査の集計表は総

務省ウェブサイトから入手可能である（総

務省 2024）。

（８）尤度のみを考慮する最尤推定とは異なり，

ベイズ推定では事前分布と尤度の双方が考

慮される。ただし，一般的にはサンプルサ

イズが大きくなるほど事前分布の影響は小

さくなる傾向がある（本研究では4.3で事

前分布の設定による影響を確認する）。

（９）念のため3.1で行った一部サンプルを除去

する前のサンプルでも分析を行ったが，や

はり「Facebookを利用しているとクラウ

ドファンディングに参加する傾向がある」

および「Twitterを利用しているとオンラ

イン署名に参加する傾向がある」という結

果が得られた。
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